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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第61期
第３四半期
連結累計期間

第61期
第３四半期
連結会計期間

第60期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 20,091,834 5,299,175 29,823,120

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 729,866 △209,080 3,738,146

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失（△）

(千円) 309,195 △264,382 2,248,768

純資産額 (千円) － 15,532,328 15,485,026

総資産額 (千円) － 28,140,765 30,293,906

１株当たり純資産額 (円) － 1,811.92 1,814.92

１株当たり四半期
(当期)純利益又は
四半期純損失（△）

(円) 37.31 △31.91 271.38

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) － 53.4 49.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 778,028 － 3,317,133

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,421,863 － △5,148,496

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,725,392 － 482,112

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) － 2,147,795 2,071,627

従業員数 (名) － 781 739

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

　　　　　は記載しておりません。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

　　　　　おりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。なお、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載し

ております。

　
　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、SOKEN CHEMICAL ASIA CO., LTD. を平成20年11月13日に設立登記

し、新たに連結子会社といたしました。

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の　　　
所有割合
（％）

関係内容

(連結子会社)

SOKEN CHEMICAL   
     ASIA CO., LTD.

タイ国
チョンブリ県

99,750千
タイバーツ

両面テープを中心とした粘着加
工製品の製造販売および粘着剤
の販売（ケミカルズ）

100.0役員の兼任　2名

（注）１　特定子会社に該当しております。

　　　２　資本金は、平成20年12月31日現在の払込済金額であります。なお、最終払込金額は133,000千タイ

　　　　　バーツとなる見込であります。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 781 (86)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

　　 ２　従業員数欄の（　）内は臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員数を外数で記載しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 220 (33)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

　　 ２　従業員数欄の（　）内は臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員数を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

ケミカルズ部門 4,489,296

装置システム部門 635,024

合計 5,124,321

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　 ２　金額は、販売価格によっております。

　　 ３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

ケミカルズ部門 4,535,465 447,209

装置システム部門 482,247 1,467,674

合計 5,017,7131,914,884

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

ケミカルズ部門 4,689,602

装置システム部門 609,573

合計 5,299,175

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)業績の状況

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、米国に端を発した金融危機が実体経済に大きな影響を及ぼ

し、景気後退が加速するなど深刻な状況となっております。当社グループの主力製品の需要先でありますフ

ラットパネル・ディスプレイをはじめとする各分野におきましても、世界的な需要の急減を受けて大規模

な生産調整を余儀なくされる状況であります。

このような事業環境の影響を受け、当社グループにおきましても、昨年11月以降主力製品である粘着剤・

微粉体等のケミカルズ製品の販売量が急激かつ大幅に減少したことにより、売上高は52億99百万円（前年

同期比28.8％減）、経常損失は2億9百万円、四半期純損失は2億64百万円となりました。

　

部門別の状況は以下の通りであります。

＜ケミカルズ部門＞

粘着剤関連製品は、フラットパネル・ディスプレイの世界的な需要急減によるパネルメーカーの大幅な

減産により、光学用途向けの販売数量が落ち込み、売上高は23億99百万円（前年同期比40.3％減）となりま

した。

微粉体製品は、光拡散フィルム用途など液晶表示装置関連部材向けの販売数量が落ち込み、売上高は4億

20百万円（前年同期比46.0％減）となりました。

特殊機能材製品は、中国市場における電子材料用途向けの販売数量が増加したものの、国内・韓国向けが

低調だったことにより、売上高は9億88百万円（前年同期比3.7％減）となりました。

加工製品は、中国市場において冷蔵庫等の家電製品や携帯電話向けの機能性粘着テープが販売数量を伸

ばし、売上高は8億80百万円（前年同期比27.3％増）となりました。

これらにより、ケミカルズ部門の売上高は46億89百万円（前年同期比28.0％減）となりました。

＜装置システム＞

装置システムは、エンジニアリング関連の大型案件が集中した前年同期の水準に至らず、売上高は6億9百

万円（前年同期比34.3％減）となりました。

　

(2)財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末（以下「当期末」という。）の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期

末」という。）に比べて21億53百万円減少し、281億40百万円となりました。

流動資産は、売掛金・受取手形の営業債権が減少したことなどにより、前期末に比べ15億30百万円減少

し、133億90百万円となりました。

固定資産は、投資額を減価償却費の範囲内に抑えたことなどにより、前期末に比べ6億22百万円減少し、

147億49百万円となりました。

一方、負債については、設備投資資金の支払のために新たに借り入れを実行したため、借入金は20億10百

万円増加しましたが、買掛金・支払手形・未払金等が減少したことにより、前期末に比べて22億円減少し、

126億8百万円となりました。

当期末における純資産は47百万円増加し155億32百万円となりました。

この結果、自己資本比率は前期末49.6％から3.8ポイント上昇し53.4％となりました。
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(3)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計

期間末に比べ2億34百万円減少し、21億47百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要

因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果減少した資金は、1億44百万円となりました。

これは、主に減価償却費5億90百万円、売上債権の減少10億38百万円などによる増加と、税金等調整前四半

期純損失2億80百万円、賞与引当金の減少3億9百万円、仕入債務の減少12億84百万円などによる減少の結果

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は、2億7百万円となりました。

これは、主に有形固定資産の取得1億67百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果増加した資金は、1億19百万円となりました。

これは、主に長期借入金の借り入れ4億円などによる増加と、長期借入金の返済2億円などによる減少の結

果であります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。

(5)研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は2億97百万円であります。

また、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。 
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第３ 【設備の状況】

(１)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(２)　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備

の新設、除却等について、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,200,000

計 33,200,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,300,000 8,300,000
ジャスダック
証券取引所

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
また、単元株式数は100株であり
ます。

計 8,300,000 8,300,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日～
　平成20年12月31日

－ 8,300,000 － 3,361,563 － 3,402,809
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(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

（注）１　大和証券投資信託委託株式会社から平成20年６月19日付けで大量保有報告書（変更報告書）の写し

　　　　　の送付があり、平成20年６月13日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、

　　　　　当社として当第３四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができません。

　　　　　なお、変更報告書の内容は以下の通りであります。
　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(%)

大和証券投資信託委託株式会社
東京都中央区日本橋茅場町二丁目
10番5号

318 3.83

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目9番1号 9 0.12

計 ― 328 3.95

　
　　　 ２　フィデリティ投信株式会社から平成20年８月28日付けで大量保有報告書（変更報告書）の写しの

　　　　　 送付があり、平成20年８月22日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、

　　　　　 当社として当第３四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができません。

　　　　　 なお、変更報告書の内容は以下の通りであります。
　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(%)

エフエムアール　エルエルシー
(FMR LLC）

米国 02109 マサチューセッツ州ボスト
ン、デヴォンシャー・ストリート82（82
Devonshire Street,
Boston, Massachusetts 02109, USA）

830 10.00

　
　        ３　アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社から平成20年11月18日付の大量保有報告書の

　　　 　　 写しの送付があり、平成20年11月14日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりま

　　　　　　すが、当社として当第３四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができません。

　　　　　  なお、大量保有報告書の内容は以下の通りであります。
　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(%)

アクサ・ローゼンバーグ
証券投信投資顧問株式会社

東京都港区白金一丁目17番３号 423 5.10
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
―

―
―

議決権制限株式(自己株式等)
―

―
―

議決権制限株式(その他)
― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　13,600

―
単元株式数は100株

完全議決権株式(その他) 普通株式8,283,500 82,835
同上

単元未満株式 普通株式　　2,900 ―
1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 8,300,000― ―

総株主の議決権 ― 82,835 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式49株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
綜研化学株式会社

東京都豊島区
高田三丁目29番５号

13,600
―

13,600 0.16

計 ― 13,600
―

13,600 0.16
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 ５月 ６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 2,4602,7202,1301,9001,5311,150 820 535 573

最低(円) 1,9511,9651,8601,4891,104 802 453 475 495

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次の通りであり

ます。

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役　　　　　　　　　　　　（兼）綜
研テクニックス㈱　　　
　　　取締役

取締役加工製品本部長 渋谷　芳雄 平成21年１月１日

取締役社長室長 取締役 阿部　英紀 平成21年１月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,147,795 2,071,627

受取手形及び売掛金 ※4
 6,693,066 8,280,148

有価証券 － 30,000

製品 2,960,579 2,790,172

原材料 568,198 607,824

仕掛品 207,613 341,470

貯蔵品 44,134 44,837

繰延税金資産 453,027 352,743

その他 331,163 418,938

貸倒引当金 △14,628 △16,644

流動資産合計 13,390,950 14,921,117

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 9,598,923 9,229,630

減価償却累計額 △3,416,011 △3,098,602

建物及び構築物（純額） 6,182,911 6,131,028

機械装置及び運搬具 ※3
 11,016,067

※3
 10,515,721

減価償却累計額 △6,003,315 △4,923,277

機械装置及び運搬具（純額） 5,012,751 5,592,443

土地 749,465 749,465

建設仮勘定 630,658 707,544

その他 934,427 840,752

減価償却累計額 △659,343 △563,748

その他（純額） 275,083 277,003

有形固定資産合計 12,850,870 13,457,485

無形固定資産

のれん 96,145 128,194

その他 192,777 318,617

無形固定資産合計 288,923 446,812

投資その他の資産

投資有価証券 532,309 601,887

関係会社出資金 162,680 133,643

繰延税金資産 486,716 493,161

その他 429,084 240,779

貸倒引当金 △770 △980

投資その他の資産合計 1,610,020 1,468,491

固定資産合計 14,749,814 15,372,788

資産合計 28,140,765 30,293,906
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,580,625 7,870,657

短期借入金 ※2
 2,095,830

※2
 1,507,872

1年内返済予定の長期借入金 652,080 205,000

未払法人税等 68,433 808,974

賞与引当金 123,013 546,610

完成工事補償引当金 27,700 7,900

工事損失引当金 1,831 800

役員賞与引当金 5,700 60,940

その他 1,521,009 2,289,218

流動負債合計 10,076,224 13,297,974

固定負債

長期借入金 1,250,720 275,553

退職給付引当金 1,017,732 957,817

役員退職慰労引当金 12,516 16,230

その他 251,243 261,305

固定負債合計 2,532,212 1,510,905

負債合計 12,608,437 14,808,879

純資産の部

株主資本

資本金 3,361,563 3,361,563

資本剰余金 3,402,833 3,402,813

利益剰余金 7,981,726 7,959,213

自己株式 △10,930 △10,977

株主資本合計 14,735,193 14,712,612

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3,256 40,878

為替換算調整勘定 282,354 285,498

評価・換算差額等合計 279,097 326,377

少数株主持分 518,036 446,036

純資産合計 15,532,328 15,485,026

負債純資産合計 28,140,765 30,293,906
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 20,091,834

売上原価 15,121,515

売上総利益 4,970,319

販売費及び一般管理費 ※
 4,181,856

営業利益 788,462

営業外収益

受取利息及び配当金 15,821

持分法による投資利益 28,723

為替差益 1,240

雑収入 60,002

営業外収益合計 105,787

営業外費用

支払利息 78,700

売上割引 15,219

雑損失 70,463

営業外費用合計 164,383

経常利益 729,866

特別利益

補助金収入 50,050

貸倒引当金戻入額 1,679

その他 3,425

特別利益合計 55,154

特別損失

固定資産除却損 22,962

投資有価証券評価損 108,753

固定資産圧縮損 50,050

ゴルフ会員権評価損 8,650

その他 84

特別損失合計 190,500

税金等調整前四半期純利益 594,521

法人税等 202,270

少数株主利益 83,055

四半期純利益 309,195
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 5,299,175

売上原価 4,238,349

売上総利益 1,060,826

販売費及び一般管理費 ※
 1,191,730

営業損失（△） △130,903

営業外収益

受取利息及び配当金 5,586

雑収入 23,990

営業外収益合計 29,577

営業外費用

支払利息 31,686

売上割引 4,077

持分法による投資損失 1,165

為替差損 46,992

雑損失 23,832

営業外費用合計 107,754

経常損失（△） △209,080

特別利益

貸倒引当金戻入額 16

特別利益合計 16

特別損失

固定資産除却損 13,148

投資有価証券評価損 55,525

ゴルフ会員権評価損 2,700

特別損失合計 71,373

税金等調整前四半期純損失（△） △280,437

法人税等 △44,679

少数株主利益 28,623

四半期純損失（△） △264,382
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 594,521

減価償却費 1,669,370

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,171

賞与引当金の増減額（△は減少） △423,589

退職給付引当金の増減額（△は減少） 59,915

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3,713

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 19,800

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △55,240

工事損失引当金の増減額（△は減少） 1,030

受取利息及び受取配当金 △15,821

支払利息 78,700

為替差損益（△は益） 2,789

補助金収入 △50,050

固定資産圧縮損 50,050

固定資産除却損 22,962

たな卸資産除却損 14,856

のれん償却額 27,887

持分法による投資損益（△は益） △28,723

売上債権の増減額（△は増加） 1,578,372

仕入債務の増減額（△は減少） △2,026,558

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,547

未払消費税等の増減額（△は減少） 75,607

その他 324,333

小計 1,897,781

利息及び配当金の受取額 15,843

補助金の受取額 50,050

利息の支払額 △82,301

法人税等の支払額 △1,103,344

営業活動によるキャッシュ・フロー 778,028

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,225,932

無形固定資産の取得による支出 △107,775

投資有価証券の取得による支出 △113,860

投資有価証券の売却による収入 475

有価証券の償還による収入 30,000

その他 △4,769

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,421,863

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 589,910

長期借入れによる収入 1,726,550

長期借入金の返済による支出 △303,265

自己株式の取得による支出 △52

自己株式の売却による収入 119

配当金の支払額 △287,870

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,725,392

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,389

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 76,167

現金及び現金同等物の期首残高 2,071,627

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,147,795
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

(1)連結の範囲の変更

　当第３四半期連結会計期間より、新たに設立した SOKEN CHEMICAL ASIA CO., LTD.を連結の範囲に

含めております。

(2)変更後の連結子会社の数

　８社

２　会計処理の原則及び手続きの変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９

号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益は、それぞれ105,385千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

(2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会

　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な

修正を行っております。この変更による当第３四半期連結累計期間の損益への影響はありません。

(3)リース取引に関する会計基準等の適用

　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月

30日 企業会計基準第13号）および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期連結

会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております

が、当第３四半期連結累計期間内の該当事項はありません。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　
【簡便な会計処理】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　棚卸資産の評価方法

　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期

間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下の明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。

　
【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。ただし、当該見積実

効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用

する方法によっております。

なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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【追加情報】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　有形固定資産の耐用年数の変更

　当社及び国内連結子会社が所有する機械装置については、従来、耐用年数を９～17年としておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より法人税法の改正を契機とし見直しを行い、８～17年に変更してお

ります。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の売上総利益が

84,635千円、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ84,401千円減少しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

２　在外子会社の表示科目の変更

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用し、従来当社の在外

子会社である寧波綜研化学有限公司および綜研化学蘇州有限公司の土地使用権を無形固定資産「そ

の他」に計上しておりましたが、前払費用（流動資産「その他」）および長期前払費用（投資その他

の資産「その他」）へ変更しております。その結果、前払費用（流動資産「その他」）が4,677千円、

長期前払費用（投資その他の資産「その他」）が192,171千円増加し、無形固定資産「その他」が

196,849千円（前連結会計年度201,130千円）減少しております。

　

EDINET提出書類

綜研化学株式会社(E01055)

四半期報告書

19/29



【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

　１　債務保証

　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のと

おり債務保証を行っております。

盤錦遼河綜研化学有限公司　 22,752千円

（USD250千）

※２　当座貸越契約及び貸出コミットメントについて

　１　債務保証

　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のと

おり債務保証を行っております。

盤錦遼河綜研化学有限公司　 25,050千円

（USD250千）

※２　当座貸越契約及び貸出コミットメントについて　　　

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づく当第３四半期連

結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額　　
2,300,000千円

借入実行残高 1,400,000千円

　　　差引 900,000千円

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額　
2,300,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

　　　差引　 1,300,000千円

※３　固定資産圧縮記帳

　国庫補助金等受入により取得価額から直接減額した

価額の内訳

　機械装置　  66,625千円

 

※３　固定資産圧縮記帳

　国庫補助金等受入により取得価額から直接減額した

価額の内訳

　機械装置　 16,575千円

 

※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形を満期日に決済が行なわれたものとして処理し

ております。

受取手形 289,424千円

―――――――――─────────────
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(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

給与手当　 909,428千円

賞与引当金繰入額　　 47,321千円

役員賞与引当金繰入額　  7,560千円

退職給付費用　 95,267千円

研究開発費　　 1,025,299千円

梱包輸送費　　 449,037千円

完成工事補償引当金繰入 39,026千円

　
　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

給与手当　 293,866千円

賞与引当金繰入額　　 △165,504千円

役員賞与引当金繰入額　  1,900千円

退職給付費用　 32,369千円

研究開発費　　 297,292千円

梱包輸送費　　 124,287千円

完成工事補償引当金繰入 △2,900千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,147,795千円

現金及び現金同等物 2,147,795千円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,300,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 13,615

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 290,021 35平成20年３月31日 平成20年６月26日

　
　(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間末後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
ケミカルズ　
(千円)

装置システム
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
（千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,689,602609,5735,299,175 － 5,299,175

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

3,836 145 3,981 (3,981) －

計 4,693,438609,7185,303,157(3,981)5,299,175

営業利益又は営業損失(△) △206,10248,841△157,26126,357△130,903

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
ケミカルズ　
(千円)

装置システム
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
（千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

17,202,5522,889,28120,091,834 － 20,091,834

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

10,852176,378187,231(187,231) －

計 17,213,4053,065,66020,279,065(187,231)20,091,834

営業利益 443,383282,889726,27362,189 788,462

 (注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
 　　 ２　各事業の主な製品
 　　　　　(1)ケミカルズ部門　・・・粘着剤・微粉体・特殊機能材・加工製品
 　　 　 　(2)装置システム部門・・・大型翼攪拌装置、バッチプロセス自動制御システム、熱媒ボイラー及
 　　 　 　　　　　　　　　　　　　 び熱媒体油
 　　 ３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２（1）に記載の通り、「棚
 　　　　 卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９
 　　　　 号）を第１四半期連結会計期間から適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合
 　　　　 と比べて、当第３四半期連結累計期間におけるケミカルズ部門の営業利益が105,385千円減少して
 　　　　 おります。
 　　 ４　「追加情報」１に記載の通り、当社および国内連結子会社は法人税法の改正に伴い、第１四半期連
 　　　　 結会計期間より、機械装置の耐用年数を見直しております。この変更に伴い、従来の方法によった
 　　　　 場合と比べて、当第３四半期連結累計期間におけるケミカルズ部門の営業利益が84,401千円減少し
 　　　　 ております。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
日本
(千円)

アジア地域　
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,904,8551,394,3205,299,175 － 5,299,175

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

97,115 79,437176,552(176,552) －

計 4,001,9701,473,7585,475,728(176,552)5,299,175

営業利益又は営業損失(△) △359,322218,334△140,98810,084△130,903

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
日本
(千円)

アジア地域　
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

16,330,7023,761,13120,091,834 － 20,091,834

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

332,912147,107480,019(480,019) －

計 16,663,6143,908,23920,571,854(480,019)20,091,834

営業利益 230,183498,903729,08659,375 788,462

 (注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　２　本国以外の区分に属する主な国又は地域
　　　　　　アジア地域・・・中国、シンガポール等
 　　 ３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２（1）に記載の通り、「棚卸
 　　　　 資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）
 　　　　 を第１四半期連結会計期間から適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比
 　　　　 べて、当第３四半期連結累計期間における日本の営業利益が105,385千円減少しております。
 　　 ４ 「追加情報」１に記載の通り、当社および国内連結子会社は法人税法の改正に伴い、第１四半期連
 　　　　 結会計期間より、機械装置の耐用年数を見直しております。この変更に伴い、従来の方法によった
 　　　　 場合と比べて、当第３四半期連結累計期間における日本の営業利益が84,401千円減少しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

アジア地域

Ⅰ　海外売上高(千円) 2,304,647

Ⅱ　連結売上高(千円) 5,299,175

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 43.5

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

アジア地域

Ⅰ　海外売上高(千円) 7,094,400

Ⅱ　連結売上高(千円) 20,091,834

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 35.3

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　　　２　本国以外の区分に属する主な国又は地域
　　　　　　アジア地域・・・韓国、台湾、中国、シンガポール
　　　３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,811.92円 １株当たり純資産額 1,814.92円

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 37.31円
１株当たり
四半期純損失(△)

△31.91円

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在的株式が存在しないため記載してお

　　　　　おりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) 309,195 △264,382

普通株式に帰属しない金額(千円) － －

普通株主に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

309,195 △264,382

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,286 8,286
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係）

リース取引開始日が当連結会計年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引

残高は前連結会計年度末に比べ著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

綜研化学株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　高　田　重　幸　　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　栗　田　  渉　　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている綜研

化学株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、綜研化学株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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